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Ｑ．相続開始以前に被相続人から贈与を受けていた財
産について税制が変更になったのでしょうか。

Ａ．相続、遺贈（※１）や相続時精算課税に係る贈与（「相
続等」といいます。）によって財産を取得した人が、
被相続人から加算対象期間注に暦年課税に係る贈与
によって取得した財産があるときは、その人の相続
税の課税価格にその財産の贈与時の価額を加算しま
す。
注　加算対象期間とは、相続税の課税価格に加算さ
れる暦年課税（※２）に係る贈与の対象期間をいいま
す。令和６年１月１日以後の暦年課税に係る贈与
により取得した財産については、その加算対象期
間が相続開始前７年以内となります。具体的な被
相続人の相続開始日に応じた加算対象期間は、次
の表のとおりです。

被相続人の相続開始日 加算対象期間

～令和８年12月31日
相続開始前３年以内（死亡の
日からさかのぼって３年前の
日から死亡の日までの間）

令和９年１月１日～
令和12 年12月31日

令和６年１月１日から死亡の
日までの間

令和13年１月１日～
相続開始前７年以内（死亡の
日からさかのぼって７年前の
日から死亡の日までの間）

　　なお、その加算された贈与財産の価額に対応する
贈与税の額は、加算された人の相続税の計算上控除
されることになります。

【加算する贈与財産の範囲】
　被相続人から生前に暦年課税に係る贈与によって取
得した財産のうち加算対象期間内に贈与されたもので
す。加算対象期間内に贈与されたものであれば贈与税
がかかったかどうかに関係なく加算します。
　したがって、基礎控除額110万円以下の贈与財産や

死亡した年に贈与されている財産の価額も加算するこ
とになります。

【加算しない贈与財産の範囲】
　被相続人から生前に贈与された財産であっても、次
の財産については加算する必要はありません。

⑴　贈与税の配偶者控除の適用を受けているまたは
受けようとする財産のうち、その配偶者控除額に
相当する金額

⑵　直系尊属（※３）から贈与を受けた住宅取得等資金
のうち、非課税の適用を受けた金額

⑶　直系尊属から一括贈与を受けた教育資金のう
ち、非課税の適用を受けた金額

⑷　直系尊属から一括贈与を受けた結婚・子育て資
金のうち、非課税の適用を受けた金額

【控除する贈与税額】
　控除する贈与税額は、相続税の課税価格に加算され
た贈与財産に係る贈与税の税額です。ただし、加算税、
延滞税、利子税の額は含まれません。

※１遺贈…遺言により財産を無償で譲ること。相手
は相続人に限らない。

※２暦年課税…１年間に贈与を受けた財産の合計額
を基に贈与税額の計算をするもの

※３直系尊属…父母、祖父母など自分より前の世代
で一直線につながる親族。養父母も含まれる。

　詳しくは国税庁タックスアンサー「No.4161 贈与
財産の加算と税額控除（暦年課税）」を参照ください。
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